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平成１３年３月期　　     決算短信（連結）　　　　　　　　　    平成１３年５月２５日

上 場 会 社 名 西日本システム建設株式会社 上場取引所(所属部) 大証(第２部)・福証
コ ー ド 番 号 １９３３ 本社所在都道府県 熊本県
問 合 せ 先 責任者役職名 経 理 部 長

氏        名 森　  豊 康 ＴＥＬ　　(０９６)３７２－１１１１
決算取締役会開催日 平成１３年５月２５日
米国会計基準採用の有無 無

１. １３年３月期の業績（平成１２年４月１日～平成１３年３月３１日）
(１)　連結経営成績　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  （百万円未満は切り捨て）

売　上　高 営　業　利　益 経　常　利　益
百万円　　％ 百万円      ％ 百万円   ％

１３年３月期 ３１，８３５（△　3.6） 　　８９６（△　24.2） １，０１４ (△  5.9)
１２年３月期 ３３，０２６（△　7.2） １，１８２（△　 9.8） １，０７７ (△  0.8)

１株当たり 潜在株式調整後 株 主 資 本 総 資 本 売 上 高
１株当たり当期純利益

当期純利益 当期純利益 当期純利益率 経常利益率 経常利益率

百万円　％ 円    銭 円    銭 ％ ％ ％
１３年３月期   ４７２(△24.3) ３６．０６   －    － 　７．９ ４．９ ３．２
１２年３月期   ６２３(   8.6) ４７．６３   －    － １１．３ ５．２ ３．３
（注） ①持分法投資損益　　１３年３月期　　６５百万円　  １２年３月期　　３８百万円

②期中平均株式数（連結）  １３年 ３月期  13,096,583株   １２年 ３月期  13,096,705株
③会計処理の方法の変更　　　　　無
④売上高、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率

（２）連結財政状態
総　資　産 株 主 資 本 株主資本比率 １株当たり株主資本

百万円 百万円 ％ 円　　銭
１３年３月期 ２０，６０１ ６，０２３ ２９．２ ４５９．７９
１２年３月期 ２０，５６９ ５，９２２ ２８．８ ４５２．２６

  （注） 期末発行済株式数（連結）  １３年  ３月期  13,099,616株  １２年  ３月期  13,095,873株

（３）連結キャッシュフローの状況
営業活動による
キャッシュフロー

投資活動による
キャッシュフロー

財務活動による
キャッシュフロー

現金及び現金同等物
期 末 残 高

百万円 百万円 百万円 百万円
１３年３月期 １，６４２ △ ２０ △１，１９５ 　１，０６５
１２年３月期     １，１５２ △ ８５ △　　８５７ 　　　６７２

（４）連結範囲及び持分法の適用に関する事項
連結子会社数　６社　　　持分法適用非連結子会社数　－社　　　持分法適用関連会社数　４社

（５）連結範囲及び持分法の適用の異動状況
　　　　連結（新規）　－社（除外）－社　　　　持分法（新規）　－社（除外）－社

２．１４年３月期の連結業績予想（平成１３年４月１日～平成１４年３月３１日）
売　上　高 経　常　利　益 当　期　純　利　益

百万円 百万円 百万円
中　間　期 １３，９００              ３５０ １５０
通　　　期 ３２，１００          １，１２０ ５５０

　（参考）１株当たり予想当期純利益（通期）４１円 ９８銭



－２－

１．企業集団の概況１．企業集団の概況１．企業集団の概況１．企業集団の概況
　　　当社グループは、当社、子会社６社及び関連会社４社で構成され、その主な事業は電気通信設備、情報通信シ
ステムの構築及び情報処理サービス並びに電気通信材料、機器等の販売であります。各関係会社の事業に係わる
位置づけ及び事業の種類別セグメントとの関連は次の通りであります。
(１) 建設事業
  ・ＮＴＴ工事  ----

  ・一般工事    ----

                                                                               
ＮＴＴより当社が受注する、電気通信設備工事について、設計及び施工をしており、子
会社である明正電設(株)ほか３社が施工協力しております。
当社が受注する情報通信工事、電気設備工事、土木工事等設備関係の設計及び施工を行
っております。

(２) 販売事業等
  ・機器材料    ----
    販売

・ ソフト開発  ----
　販売

                                                                               
当社が通信機器の販売を行うほか、通信工事材料等の販売を子会社 西日本電材(株)、関
連会社 九州通信産業(株)が行っております。又、電気通信設備関連機器等の開発、製造、
販売を関連会社 九州電機工業(株)が行っております。
子会社 (株)システムニシツウがソフトウェアを設計、開発、販売及び保守を行っており
ます。
関連会社 九州電話運輸(株)が通信工事材料の運搬及び引越業を行っております。
通信機器、OA 機器、車両のリースを子会社 西日本電材(株)及び関連会社 九州電話運
輸(株)が行っております。

  ・運送業      ----
  ・リース業    ----

  

事業の系統図は次の通りであります。

得　　　　意　　　　　先

　　

　　

当　　　　　　社

建　設　事　業 販売事業等

建　設　事　業 販  売  事  業  等
子会社

明正電設(株)
西部通信工業(株)
(株)シスケンエンジニアリング
(株)ニ－スエンジニアリング

関連会社
(有)星州建設

子会社
      西日本電材(株)
      (株)システムニシツウ
 関連会社
      九州通信産業(株)
      九州電機工業(株)
      九州電話運輸(株)
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２．経営方針

　(１) 経営の基本方針

当社及びグループ各社は、「最大の誠意を以て最良の技術を提供せむことを欲す」を企業理念とし通信と情

報処理技術を融合した総合エンジニアリング企業として事業運営を図り、高度情報化社会の発展に貢献す

べく連結経営を推進しております。

この企業理念のもと、「お客様の満足を得る設備、サービスを提供する」を品質方針に掲げ①人身・設備事

故“0”　②完全な設備の納入　③ＣＳ活動向上の行動指針により、全グループをあげて取り組んでおりま

す。

　(２) 利益配分に関する基本方針

当社は、今後の経営活動に備えた財務体質の強化と、収益状況を勘案しながら、株主への利益還元を重視

した永続的な配当を基本方針としております。

内部留保につきましては、企業体質の一層の強化ならび今後の事業展開に必要な内部留保金の確保にも努

め将来における業容拡大の為に有効活用をしていく考えであります。

　(３) 会社の対応すべき課題

　　　会社の来期以降を展望すると、受注に大きなウェイトを占めるＮＴＴインフラ工事の投資抑制は、段階的

　　に進むものと考えております。一方ＮＴＴインフラ工事以外の状況は、移動通信の設備投資に期待するとと

　　もにＩＴ化に向け情報通信システム、ＬＡＮ、ＷＡＮをはじめとした情報通信ネットワークの構築、インタ

　　ーネット関連、Ｃ・Ｃ・ＢＯＸ、情報ＢＯＸ、ＣＡＴＶ工事などマルチメディア時代へ向けての、受注拡大

　　を図ることが当社にとって重要な課題と考えております。

  当社は、中期３ヵ年計画「ＮＳ２００２」を策定し、ＮＴＴ関連工事はもとより、今後より一層の拡大が

期待されるＩＴ関連の受注拡大に努めるとともに、新たな事業分野への進出とその市場開拓を積極的に取り

組みグループ全体として受注量の一層の拡大を図ることにより健全かつ強靭な経営基盤を確立し、お客様と

株主の皆様のご期待に十分こたえられる会社となるべく、次の施策をグループ一丸となって推進してまいり

ます。

① 長年培ってきた技術を生かせる民需の電気、通信工事の受注拡大、さらにはＩＴ分野の売上を増大さ
　　せていきます。

② 効率的な作業に努めると同時に、積極的にコスト削減を徹底していきます。

③ お客様の信頼確保の為、安全施工体制の確立、施工品質の確保、業務の合理化・効率化を図っていき
　　ます。
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３．経営成績

　(１) 当期の概要

　当期におけるわが国の経済は、企業収益や設備投資の増加により、景気は回復基調でスタートしたものの

個人消費は依然として厳しい雇用情勢を背景に低水準で推移しました。更に米国経済の減速による影響と株
式市場の低迷が景気の先行きを一層不透明な状況にしております。

　当社関連の情報通信市場は、ＩＴ革命による大きな変革の時を迎え、世界を一つの市場とする熾烈な全面

的競争に入り、産業構造が大きく変化している真只中にあり、事業を取り巻く環境は大きく変化してしてお

りますが、ビジネスチャンスも期待できるものと考えております。
　このような状況の中、当社及びグループ各社は、情報通信事業を基盤とし、ＮＴＴ関連工事はもとより、

官公庁・一般民需工事の受注拡大を図るとともに、新規分野の営業活動強化として、営業本部及び支店営業
部の設置と効率的組織改編を展開、また、他企業、他業種への転職、自立、自営のため転進援助特別措置に

よる早期退職を推進してまいりました結果、当期の連結売上高は  318億 3千 5百万円（前期比 96.4％)
連結経常利益は 10億 1千 4百万円（前期比 94.1％）、連結当期純利益は 4億 7千 2百万円（前期比 75.7％）
となりました。

      一方、当連結会計年度における現金及び現金同等物は 10億 6千 5百万円と前年同期と比べ3億 9千 2百
万（58.4％）の増加となりました｡営業活動によるキャッシュ・フローは、16億 4千 2百万円と前年同期と
比べ4億 8千9百万円（42.5％）の増加となりました。投資活動によるキャッシュ・フローは、△ 2千万円
と前年同期と比べ 6千4百万円（24.6％）の増加となりました。 財務活動によるキャッシュ・フローは、
△ 11億 9千5百万円と前年同期と比べ 3億 3千 7百万円（39.4％）の減少となりました。

　事業の種類別セグメントの業績を示すと次のとおりであります。

① 建設事業
            建設事業においては、受注拡大に向けて積極的な営業活動を展開しましたが、ＮＴＴの設備抑制の
          影響もあり、所内系設備工事の売上げは増加したものの、所外系設備工事が減少。一方ＮＴＴ以外の
          工事については、官公庁からの受注は堅調に推移しましたが、一般民需部門の受注が伸び悩み、当連
          結会計年度の売上高は 274億 6千 5百万円（前期比 95.0％）と前連結会計年度に比して 14億 3千 7

          百万円の減収となりました。
            また、損益面につきましては、売上高の減少が影響し、営業利益は 15億 4千 4百万円（前期比
          83.1％）と前連結会計年度に比して 3億 1千 3百万円の減益となりました。

② 販売事業等

　　　  販売事業等においては、情報通信関連の材料及び商品の販売等が堅調に推移したほか携帯電話等の
　　　販売を目的としたｉ・サポート事業部更には営業本部、支店営業部の設置に伴い営業強化が寄与し当

　　　連結会計年度の売上高は 43億 6千 9百万円（前期比 106.0％）と、前連結会計年度に比して 2億

　　　4千 6百万円増加し、営業利益は 2億 2千 3百万円（前期比 102.1％）となりました。
　　　  なお、上記金額には消費税等は含まれておりません。

　(２) 次期の見通し
　　　次期の見通しにつきましては、景気の改善に足踏みがみられ、個人消費の回復はあまり期待できず、景気
　　は依然として厳しい状況が続くものと考えられます。

　　　今後の建設工事の受注は、ＮＴＴの設備投資は更に抑制され、また情報通信分野の市場競争もますます厳

　　しさを増してくるものと予測され、厳しい収益環境が続くものと思われますが、当社及びグループ各社は、

　　ＮＴＴ関連工事をはじめ官公庁・一般民需工事に対しての営業活動を積極的に展開するとともに、新営業部

　　体制による成果が期待できるものと考えております。また、経営の合理化や効率化を推進し、工事原価や諸

　　経費の節減に更に努め、全社員総力を傾注し目標利益の達成に努力する所存でございます。



－５－

４．連結財務諸表等４．連結財務諸表等４．連結財務諸表等４．連結財務諸表等

（１）比較連結貸借対照表

当 連 結 会 計 年 度
（平成１３年３月３１日現在）

前 連 結 会 計 年 度
（平成１２年３月３１日現在）科  　 目

金   額 構成比 金   額 構成比

増減金額

（資産の部） 百万円 ％ 百万円 ％ 　百万円

流 動 資 産 １３，３２１ 64.7 １４，７３２ 71.6 △１，４１１

　現 金 預 金 １，５５５ １，１４９ ４０５

   受取手形及び完成工事未収入金等 ８，６１６ ８，５４５ ７０

　有 価 証 券 － ２，０４７ △２，０４７

　未 成 工 事 支 出 金 １，９６６ １，９３３ ３２

　そ の 他 た な 卸 資 産 ５６７ ４５５ １１１

　繰 延 税 金 資 産 １４２ １０１ ４０

　そ の 他 流 動 資 産 ５０４ ５４０ △　　　３６

　貸 倒 引 当 金 △　　　　　３１ △　　　　　４２ １１

 
固 定 資 産 ７，２８０ 35.3 ５，８２０ 28.3 １，４５９

 有 形 固 定 資 産 ３，６３０ 17.6 ３，５７３ 17.4 ５６

 建 物 ・ 構 築 物 １，３８６ １，３４２ ４４

    機械・運搬具・工具器具備品 ３３２ ３２５ ７

   土　　　　　　　　　 地 １，９０４ １，９００ ４

  その他有形固定資産 ６ ６ ０

 無 形 固 定 資 産 １５３ 0.7 １５４ 0.7 △　　　　１

 投 資 等 ３，４９５ 17.0 ２，０９１ 10.2 １，４０３

　投 資 有 価 証 券 ２，２５６ １，０２７ １，２２９

　長 期 貸 付 金 ３３９ ３４７ △　　　　７

　破 産 更 生 債 権 等 ８５０ ８４９ ０

　繰 延 税 金 資 産 ５９４ ３６４ ２２９

　そ の 他 投 資 等 ３６１ ４０２ △　　　４１

　貸 倒 引 当 金 △　　　　９０７ △　　　　９００ △　　　　６

繰 延 資 産 － - １６ 0.1 △　　　１６
　社 債 発 行 差 金 － １６ △　　　１６

資 産 合 計 ２０，６０１ 100.0 ２０，５６９ 100.0 ３１
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 比較連結貸借対照表
当 連 結 会 計 年 度
（平成１３年３月３１日現在）

前 連 結 会 計 年 度
（平成１２年３月３１日現在）科  　 目

金   額 構成比 金   額 構成比
増減金額

（負債の部） 百万円 ％ 百万円 ％ 　百万円

流 動 負 債 １３，２８４ 64.5 １３，５８２ 66.0 △　　２９７

　支払手形及び工事未払金等 ４，９８０ ４，１３９ ８４１

一年以内償還予定新株引受権付社債 － １，９５２ △１，９５２

　短 期 借 入 金 ６，２１１ ５，６１４ ５９６

　未 払 法 人 税 等 ２０９ ２９０ △　　　８１

　未 成 工 事 受 入 金 ７７３ ４４０ ３３２

　賞 与 引 当 金 ４７７ ４３５ ４２

　完 成 工 事 補 償 引 当 金 ６ ２９ △　　　２３

　新 株 引 受 権 － ２７３ △　　２７３

　そ の 他 流 動 負 債 ６２７ ４０７ ２２０

　

固 定 負 債 １，２３５ 6.0 １，０００ 4.9 ２３４

　長 期 借 入 金 ５３１ ２６７ ２６３

　退 職 給 与 引 当 金 － ５１２ △　　５１２

　退 職 給 付 引 当 金 ４８４ － ４８４

　役 員 退 職 慰 労 引 当 金 １２０ １１９ １

　そ の 他 固 定 負 債 ９９ １００ △　　　　１

　　負 債 合 計 １４，５２０ 70.5 １４，５８３ 70.9 △　　　６３

（少数株主持分）
少 数 株 主 持 分             ５８ 0.3 ６３ 0.3 △　　　　４

（資本の部）

 資 本 金 ８０１ 3.9 ８０１ 3.9 －

 資 本 準 備 金 ５６０ 2.7 ５６０ 2.7 －

 連 結 剰 余 金 ４，９１５ 23.8 ４，５６３ 22.2 ３５２

 その他有価証券評価差額金 △　　　２５３ △　1.2 － - △　　２５３

 自 己 株 式 △　　　　　０ △　0.0 △　　　　　１ △　0.0 　　　　１

　　資 本 合 計 ６，０２３ 29.2 ５，９２２ 28.8 １００

負債､少数株主持分及び資本合計 ２０，６０１ 100.0 ２０，５６９ 100.0 ３１
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（２）比較連結損益計算書

当 連 結 会 計 年 度 前 連 結 会 計 年 度
自 平成12年4月 1 日

至 平成13年3月31日

自 平成11年4月 1 日

至 平成12年3月31日

科  　 目

金   額 百分比 金   額 百分比

増減金額

百万円 　　％ 百万円 　　％ 百万円
売 上 高 ３１，８３５ 100.0 ３３，０２６ 100.0 △　１，１９０
　完 成 工 事 高 ２７，４６５ ２８，９０３ △　１，４３７
　そ の 他 売 上 高 ４，３６９ ４，１２２ ２４６
売 上 原 価 ２８，４６９ 89.4 ２８，９８８ 87.8 △　　　５１９
　完 成 工 事 原 価 ２４，７４３ ２５，４２８ △　　　６８４
　そ の 他 売 上 原 価 ３，７２５ ３，５６０ １６４
　　売 上 総 利 益 ３，３６６ 10.6 ４，０３７ 12.2 △　　　６７０
販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 ２，４７０ 7.8 ２，８５５ 8.6 △　　　３８５
　営 業 利 益 ８９６ 2.8 １，１８２ 3.6 △　　　２８５
営 業 外 収 益 ３６２ 1.1 ４１６ 1.3 △　　　　５４
　受 取 利 息 ３０ ４３ △　　　　１３
　受 取 配 当 金 ２０ ２４ △　　　　　３
　有 価 証 券 売 却 益 － ５７ △　　　　５７
　投 資 有 価 証 券 売 却 益 ４３ － ４３
　工 具 等 賃 貸 料 ６９ ５３ １５
　連 結 調 整 勘 定 償 却 額 ２ ２ －
　持 分 法 に よ る 投 資 利 益 ６５ ３８ ２７
　雑 収 入 １３１ １９７ △　　　　６５
営 業 外 費 用 ２４４ 0.7 ５２１ 1.6 △　　　２７６
　支 払 利 息 ７３ ７５ △　　　　　２
　貸 倒 引 当 金 繰 入 額 ４ １５９ △　　　１５４
　社 債 発 行 差 金 償 却 １６ ６６ △　　　　５０
　有 価 証 券 売 却 損 － ２８ △　　　　２８
　投 資 有 価 証 券 売 却 損 １２ － １２
　為 替 差 損 ２５ ８７ △　　　　６２
　雑 支 出 １１１ １０２ ８
　　経 常 利 益 １，０１４ 3.2 １，０７７ 3.3 △　　　　６３

特 別 利 益 ２７３ 0.9 － － ２７３
　新 株 引 受 権 戻 入 益 ２７３ － ２７３

特 別 損 失 ４４３ 1.4 － － ４４３
　投 資 有 価 証 券 売 却 損 ２０８ － ２０８
　特 別 退 職 金 ２１８ － ２１８
　ゴ ル フ 会 員 権 評 価 損 １６ － １６

　税金等調整前当期純利益 ８４４ 2.7 １，０７７ 3.3 △　　　２３２
　法人税・住民税及び事業税 ４５８ 1.4 ６２６ 1.9 △　　　１６８
　法 人 税 等 調 整 額 △　　　８９ △　0.2 △　　１７７ △　0.5 ８８
　少 数 株 主 利 益 △　　　　３ 0.0 △　　　　４ 0.0 ０
　当 期 純 利 益 ４７２ 1.5 ６２３ 1.9 △　　　１５１
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（３）連結剰余金計算書

当 連 結 会 計 年 度 前 連 結 会 計 年 度

科  　 目 自 平成12年4月 1 日

至 平成13年3月31日

自 平成11年4月 1 日

至 平成12年3月31日
増減金額

百万円 百万円 百万円

１．連 結 剰 余 金 期 首 残 高 ４，５６３ ４，０７５ ４８８

　　　連結剰余金期首残高 ４，５６３ ３，７６３ ８００

　　　過年度税効果調整額 － ３１１ △      ３１１

２．連 結 剰 余 金 減 少 高 １１９ １３５ △        １５
　　　株 主 配 当 金 ９１ １０４ △        １３
　　　役 員 賞 与 金 ２８ ３０ △          ２
３． 当 期 純 利 益             ４７２ ６２３ △      １５１

４．連 結 剰 余 金 期 末 残 高 ４，９１５ ４，５６３ ３５２
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（４）連結キャッシュ・フロー計算書
           （単位：百万円未満切捨）

当連結会計年度 前連結会計年度

     自 平成１２ 年４月 1 日    自 平成１１ 年４月 1 日

     至 平成１３ 年３月３１日    至 平成１２ 年３月３１日

　　　　　　　　　　　　　　年　度　別

   科　　　目
金　　　額 金　　　額

Ⅰ．営業活動によるキャッシュ・フロー
税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 ８４４ １，０７７
減 価 償 却 費 ２７３ ２８１
退職給付 (給与 )引当金の減少額 △　　　２８ △　　　２６
賞与引当金の増加・減少 (△ )額 ４２ △　　　５９
貸倒引当金の増加・減少 (△ )額 △　　　１２ １３４
受 取 利 息 及 び 受 取 配 当 金 △　　　５０ △　　　６７
支 払 利 息 　　　７３ ７５
為 替 換 算 差 損 　　　３３ ８７
持 分 法 に よ る 投 資 利 益 △　　　６５ △　　　３８
新 株 引 受 権 取 崩 額 △　　２７３ －
社 債 発 行 差 金 償 却 費 １６ ６６
投 資 有 価 証 券 売 却 損 １７８ －
売 上 債 権 の 減 少 ・ 増 加 ( △ ) 額 △　　　７０  　　　９
未成工事支出金の減少・増加 (△ )額 △　　　３２ １０１
たな卸資産の減少 ･ 増加 ( △ ) 額 △　　１１１ ６９
仕 入 債 務 の 増 加 額 　　８４１ ２８７
未成工事受入金の増加・減少 (△ )額 ３３２ △　　　７３
未 払 消 費 税 の 増 加 ・ 減 少 ( △ ) 額 １０ △　　１４６
そ の 他 １９９ △　　１５５
　小　　　　　　　　　　計 ２，２００ １，６２５
利 息 及 び 配 当 金 の 受 取 額 ５０ ６７
利 息 の 支 払 額 △　　　６９ △　　　６９
法 人 税 等 の 支 払 額 △　　５３９ △　　４７１
営業活動によるキャッシュ・フロー １，６４２ １，１５２

Ⅱ．投資活動によるキャッシュ・フロー
有 価 証 券 の 取 得 に よ る 支 出 － △　　３３１
有 価 証 券 の 売 却 に よ る 収 入 － ４６９
有形固定資産の取得による支出 △　　３０３ △　　２７４
有形固定資産の売却による収入 － １２６
無形固定資産の取得による支出 △　　　３４ △　　　２１
投資有価証券の取得による支出 △　　２７４ △　　１４０
投資有価証券の売却による収入 ５０７ ４
そ の 他 投 資 等 取 得 に よ る 支 出 △　　　４６ △　　　２１
そ の 他 投 資 等 売 却 に よ る 収 入 １００ ３
貸 付 に よ る 支 出 △　　　２６ △　　　　３
貸 付 金 の 回 収 に よ る 収 入 ５７ １０３
投資活動によるキャッシュ・フロー △　　　２０ △　　　８５

Ⅲ．財務活動によるキャッシュ・フロー
定 期 預 金 の 預 入 に よ る 支 出 △　　４８９ △　　４７６
定 期 預 金 の 払 戻 し に よ る 収 入 ４７６ ４８４
短期借入金の増加・減少 (△ )額 ４９９ △　　５４５
長 期 借 入 に よ る 収 入 ７００ －
長 期 借 入 金 の 返 済 に よ る 支 出 △　　３３９ △　　２１５
社 債 の 償 還 に よ る 支 出 △１，９５２ －
配 当 金 の 支 払 額 △　　　９１ △　　１０４
自 己 株 の 購 入 に よ る 支 出 △　　　　０ △　　　　１
自 己 株 の 売 却 に よ る 収 入 ２ ２
財務活動によるキャッシュ・フロー △１，１９５ △　　８５７

Ⅳ．現金及び現金同等物に係る換算差額 △　　　３３ △　　　８７
Ⅴ．現 金 及 び 現 金 同 等 物 の 増 加 額 ３９２ １２１
Ⅵ．現金及 び 現 金同 等 物 の期 首 残 高 ６７２ ５５０
Ⅶ．現金及 び 現 金同 等 物 の期 末 残 高 １，０６５ ６７２
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連結財務諸表作成のための基本となる事項
１． 連結の範囲に関する事項

連結子会社数　　６社 西日本電材(株)、明正電設(株)、(株)システムニシツウ、西部通信工業(株)、(株)
シスケンエンジニアリング、(株)ニースエンジニアリング、以上子会社はすべて
連結されています。なお、(株)ニースエンジニアリング（元(有)ニース総建）は
平成１２年８月で株式会社に組織変更しています。

２． 持分法の適用に関する事項及び評価方法
持分法適用会社　４社 九州通信産業(株)、九州電機工業(株)、九州電話運輸(株)、(有)星州建設、以上関連

会社に対する投資についてはすべて持分法を適用しています。

３．連結会社の事業年度に関する事項
連結子会社の決算日は連結決算日に一致しています。

４．会計処理基準に関する事項
（１）資産の評価基準及び評価方法
        ① 有価証券     子会社株式及び関連会社株式            総平均法による原価法
                        その他有価証券    時価のあるもの      決算期末日の市場価格等に基づく時価法
                                                              (評価差額は全部資本直入法により処理し
                                                               売却原価は総平均法により算定）
                                          時価のないもの      総平均法による原価法
        ② デリバティブ                                       時価法
        ③ たな卸資産   未成工事支出金                        個別法による原価法
                        商品（連結子会社のみ）                          最終仕入れ原価法
                        材料貯蔵品                            移動平均法による原価法
                                                              (連結子会社は最終仕入原価法)
   
（２）固定資産の減価償却方法
        有形固定資産 定率法
        無形固定資産 定額法
（３）繰延資産 社債発行差金         償還期間で毎期均等額の償却を行っています。

（４）重要な外貨建の資産又は負債の
      本邦通貨への換算の基準

外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換
算し、換算差額は損益として処理しています。

（５）引当金の計上基準
① 貸 倒 引 当 金 一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権

については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上して
います。

② 賞 与 引 当 金 従業員の賞与の支給に備えて、支給見込額に基づき計上しています。
③ 完成工事補償引当金 完成工事のかし担保による支出に備えて、完成工事高に対する将来

の見積補償額に基づき計上しています。
④ 退職給付引当金 従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における退職給

付債務及び年金資産の見込額に基づき、当連結会計期間末において
発生していると認められる額を計上しています。なお、会計基準変
更時差異（３，３５２百万円）については、７年による按分額を費
用処理しています。

⑤ 役員退職慰労引当金 連結財務諸表提出会社では役員の退職慰労金の支給に備えて内規に
基づく期末要支給額を計上しています。

（６）完成工事高の計上基準 工事完成基準
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（７）リース取引の処理方法 リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファ
イナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に係わる方法
に準じた会計処理によっています。

（８）外貨建新株引受権付社債の為替
      予約に伴う処理方法

為替予約の付されてる外貨建新株引受権付社債については、当該予
約による円貨額を付しており、これによる為替予約差益は、当該予
約を行った日の属する期から決済日の属する期までの各期に月数に
より配分することとしてます。
なお、当該為替予約差益のうち、当期の配分額６百万円は、損益計
算上、当該社債の利息に相当する２百万円を営業外費用の支払利息
より控除しており、控除額を上回る４百万円は営業外収益の受取利
息に含めて計上しています。

（９）ヘッジ会計の方法 ① ヘッジ会計の方法
   繰延ヘッジ処理によっています。
② ヘッジ手段とヘッジ対象
   ヘッジ手段     金利スワップ
   ヘッジ対象     借入金利息
③ ヘッジ方針
   金融負債に係る将来の金利変動によるリスクを回避する目的で､
   金利スワップ取引を行なうこととしています｡
④ ヘッジ有効性評価の方法
   ヘッジ手段の変動額の累計額とヘッジ対象の変動の累計額とを
   比較して判定しています。

（１０）消費税等の処理方法 消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式を採用しています。

５．連結子会社の資産及び負債の評価
に関する事項

連結子会社の資産及び負債の評価については、全面時価評価法を採
用しています。

６．連結調整勘定の調整に関する事項 連結調整勘定は、金額が僅少なため発生年度に全額償却しています。

７．利益処分項目等の取扱いに関する
事項

連結剰余金計算書は、連結会計年度中に確定した利益処分に基づい
て作成しています。

８．連結キャッシュ・フロー計算書に
おける資金の範囲

連結キャッシュ・フロー計算書における資金（現金及び現金同等物）
は、手許現金、随時引き出し可能な預金及び容易に換金可能であり、
かつ、価値の変動については僅少なリスクしか負わない取得日から
３ヶ月以内に償還日の到来する短期投資からなっています。

（追加情報）
　　退職給付会計 当連結会計年度から退職給付に係る会計基準（「退職給付に係る会計

基準の設定に関する意見書」（企業会計審議会 平成１０年６月１６
日））を適用しています。この結果、従来の方法によった場合に比較
して、退職給付に係わる費用が１百万円増加しましたが、経常利益
及び税金等調整前純利益に与える影響は軽微であります。また、退
職給与引当金（前期末残高５１２百万円）は、退職給付引当金に含
めて表示しています。

　　金融商品会計 当連結会計年度から金融商品に係る会計基準（「金融商品に係る会
計基準の設定に関する意見書」（企業会計審議会 平成１１年１月２
２日））を適用しています。この変更に伴う影響額はありません。
また、期首時点で保有する有価証券の保有目的を検討した結果、流
動資産の有価証券は、２,０４７百万円減少し、投資有価証券は、
２,０４７百万円増加しています。
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（注記事項）
１．連結貸借対照表に関する事項（記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しています）

当連結会計年度 前連結会計年度
(1) 有形固定資産の減価償却累計額 ２，４６０百万円 ２，３９２百万円
(2) 担保提供資産

投資有価証券 ３１０百万円 ４３６百万円
建　　　　物 ７１５百万円 ６１６百万円
土　　　　地 ３８６百万円 ３６８百万円

(3) 関連会社の株式等
投資有価証券(株式) ８２５百万円 ７７１百万円

(4) 保証債務
借入保証 ２４８百万円 ３２４百万円

(5) 連結会計年度末日満期手形の会計処理は、手形交換日をもって決済処理しています。従って、当連結会計年
   度末日は、全金融機関休業日のため当連結会計年度末日満期の受取手形４６百万円、支払手形１１４百万円
   が連結会計年度末残高に含まれています。

２．連結損益計算書に関する事項
   販売費及び一般管理費のうち主要な費用及び金額は次のとおりです。

当連結会計年度 前連結会計年度
従 業 員 給 与 手 当 １，０１４百万円 １，３１８百万円
賞与引当金繰入額 １６３百万円 ７６百万円
退 職 給 付 費 用 １９６百万円 － 百万円

３．連結キャッシュフロー計算書に関する事項
   現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（平成１３年３月３１日現在）

現 金 預 金 １，５５５百万円
預け入れ期間が３ヶ月を超える定期預金 △４８９百万円

現 金 及 び 現 金 同 等 物    １，０６５百万円

４．リース取引に関する事項
(1) リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額及び期末残高相当額

当連結会計年度 前連結会計年度

取得価額相当額 減価償却累計額相当額 期末残高相当額 取得価額相当額 減価償却累計額相当額 期末残高相当額

車両運搬具 488 百万円 372 百万円 116 百万円 493 百万円 297 百万円 195 百万円

工具器具・備品 126 66 60 119 52 67

合 計 615 438 176 613 350 262

(2) 未経過リース料期末残高相当額
当連結会計年度 前連結会計年度

1   年   内 95 百万円 108 百万円

1   年   超 95 168

合       計 190 276
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(3) 支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当額
当連結会計年度 前連結会計年度

支払リース料 125 百万円 122 百万円
減価償却費相当額 113 109

支払利息相当額 9 12

(4) 減価償却費相当額の算定方法
リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっています。

(5) 利息相当額の算定方法
リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差額を利息相当額とし、各期への配分方法については、
利息法によっています。

５．税効果会計に関する事項
　　　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別内訳
                                                                                     （単位：百万円）
                                                       当連結会計年度     前連結会計年度
　　　繰延税金資産
　　　　貸倒引当金損金算入限度超過額 ２７４ ２７２
　　　　賞与引当金損金算入限度超過額 １０８ ５４
　　　　退職給与引当金損金算入限度超過額 ８３ ４１
　　　　役員退職慰労引当金損金算入限度超過額 ５０ ４９
　　　　未払事業税 １７ ２１
　　　　資産の未実現利益 １５ ２０
　　　　その他有価証券評価差額金 ２００ －
　　　　その他 ５７ ６１
　　　繰延税金資産小計 ８０９ ５２２
　　　　評価性引当金 　　－ 　　－
　　　繰延税金資産合計 ８０９ ５２２
　　　繰延税金負債
　　　　その他有価証券評価差額金 △　　１９ －
　　　　固定資産圧縮積立金 △　　５０ △　　５４
　　　　その他 △　　　１ △　　　１
　　　繰延税金負債合計 △　　７２ △　　５６
　　　繰延税金資産の純額 ７３７ ４６６

６．退職給付に関する事項
① 採用している退職給付制度の概要
   当社及び子会社の一部は、確定給付型の制度として、適格退職年金制度及び退職一時金制度を設けています。
   また、従業員の退職等に際して、選択定年制による割増退職金及び早期退職募集による特別退職金を支払う
   場合があります。
   当社については、昭和４８年より退職一時金制度から適格退職年金制度へ段階的に移行しています。当連結
   会計年度末現在、当社及び連結子会社全体で退職一時金制度については５社が有しており、適格退職年金は
   １年金（年金の共同委託契約の重複分を控除後）を有しています｡

② 退職給付債務に関する事項（平成１３年３月３１日現在）
                                                                      （単位：百万円）

イ．退職給付債務 △　　　８，６２５
ロ．年金資産 ４，５１４
ハ．未積立退職給付債務 △　　　４，１１１
ニ．会計基準変更時差異の未処理額 ２，８５４
ホ．未認識数理計算上の差異 ７７１
ヘ．未認識過去勤務債務 －
ト．連結貸借対照表計上額純額 △　　　　　４８４
チ．前払年金費用 －
リ．退職給付引当金 △　　　　　４８４

（注）子会社は、退職給付債務の算定にあたり、簡便法を採用しています。
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③ 退職給付費用に関する事項（自  平成１２年４月１日   至  平成１３年３月３１日）
                                                              （単位：百万円）

イ．勤務費用 ４２６

ロ．利息費用 ２８２

ハ．期待運用収益 △　　　　　２０７

ニ．会計基準変更時差異の費用処理額 ４６７

ホ．数理計算上の差異の費用処理額 －

ヘ．過去勤務債務の費用処理額 －

ト．退職給付費用 ９６９

（注）（1） 上記退職給付費用以外に、選択定年制による割増退職金５４百万円(売上原価、販売費及び一般
管理費)及び早期退職募集による特別退職金２１８百万円（特別損失）を支払っています。

（2） 簡便法を採用している連結子会社の退職給付費用は「イ．勤務費用」に計上しています。

④ 退職給付債務等の計算の基礎に関する事項
イ．退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準

ロ．割引率 ３．５％

ハ．期待運用収益率 ４．５％

ニ．数理計算上の差異の処理年数 発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定年数(10年

 )による定額法により、翌連結会計年度から費用処理する
こととしています。

ホ．会計基準変更時差異の処理年数 ７年
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７．セグメント情報
　（１）事業の種類別セグメント情報
　　　　当連結会計年度（平成１２年４月１日～平成１３年３月３１日）　　　　　　　　　（単位：百万円）

建設事業 販売事業等 計 消去又は全社 連　結
１．売　　上　　高
　　（1）外部顧客に対する売上高 27,465 4,369 31,835 　　　　　　－ 31,835

　　（2）セグメント間の内部売上高又は振替高 44 656 701 (701) －

計 27,510 5,026 32,537 (701) 31,835

営　業　費　用 25,966 4,803 30,769 169 30,939

営　業　利　益 1,544 223 1,767 (871) 896

２．資産、減価償却費及び資本的支出
資　　　産 15,381 2,230 17,611 2,989 20,601

減価償却費 172 92 265 12 278

資本的支出 125 151 277 81 358

　　　　前連結会計年度（平成１１年４月１日～平成１２年３月３１日）　　　　　　　　  （単位：百万円）
建設事業 販売事業等 計 消去又は全社 連　結

１．売　　上　　高
　　（1）外部顧客に対する売上高 28,903 4,122 33,026 　　－ 33,026

　　（2）セグメント間の内部売上高又は振替高 51 803 854 (854) －

計 28,954 4,925 33,880 (854) 33,026

営　業　費　用 27,096 4,706 31,803 40 31,844

営　業　利　益 1,857 219 2,076 (894) 1,182

２．資産、減価償却費及び資本的支出
資　　　産 15,215 1,976 17,192 3,377 20,569

減価償却費 179 83 263 18 281

資本的支出 196 71 268 40 308

（注）１．事業区分の方法及び各区分に属する主要な事業の内容
　　　　(1) 事業区分の方法
　　　　　　　連結損益計算書の売上集計区分を勘案して区分しました｡
　　　　(2) 各事業区分に属する主要な事業の内容
　　　　　　　建設事業   ： 通信設備工事、一般土木工事
　　　　　　　販売事業等 ： 電気通信材料工具、ＯＡ機器・ソフト販売及びリース他
　　　２．当連結会計年度における営業費用のうち、消去又は会社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は、871

　　　　　百万円であり、その主なものは連結財務諸表提出会社本社の経営企画部、監査部、総務部、購買部、人
　　　　　事部及び経理部等管理部門に係る費用であります。
　　　　　前連結会計年度における営業費用のうち、消去又は会社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は、896

　　　　　百万円であり、その主なものは連結財務諸表提出会社本社の経営企画部、監査部、総務部、購買部、人
　　　　　事部及び経理部等管理部門に係る費用であります。

　（２）所在地別セグメント情報
　　　　当連結会計年度及び前連結会計年度において全セグメントの売上高の合計及び全セグメント資産の合計

額に占める「本邦」の割合が、いずれも９０％を超えているため連結財務諸表規則様式第二号（記載上
　　　　の注意１１）に基づき、所在地別セグメント情報の記載を省略しています。

　（３）海外売上高
        当連結会計年度及び前連結会計年度において海外売上高が連結売上高の１０％未満のため、連結財務諸

諸表規則様式第三号（記載上の注意５）に基づき海外売上高の記載を省略しています。
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８．生産、受注及び販売の状況

　(１)　受注実績
                       （単位：百万円）
当連結会計年度 前連結会計年度区　分

部門別 金     額 構成比 金     額 構成比

建設事業     ２７，０７１ 85.7 ２８，４８９ 86.9
販売事業等 ４，５３１ 14.3 ４，３０８ 13.1
合　　計 ３１，６０２ 100.0 ３２，７９７ 100.0

　(２)　売上実績
（単位：百万円）

当連結会計年度 前連結会計年度区　分

部門別 金     額 構成比 金     額 構成比

建設事業     ２７，４６５ 86.3 ２８，９０３ 87.5
販売事業等 ４，３６９ 13.7 ４，１２２ 12.5
合　　計 ３１，８３５ 100.0 ３３，０２６ 100.0

　　　　　(注) 当連結企業集団では、建設事業以外の受注生産は行っていません。
　　　　　　　 なお、参考のため提出会社単独の状況は、次頁のとおりです。
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参　考参　考参　考参　考

部門別部門別部門別部門別    完成完成完成完成・受注・受注・受注・受注・残高明細・残高明細・残高明細・残高明細
（注）百万円未満切り捨て

当　　　　期 前　　　　期
項　　　目 12.4.1～13.3.31 11.4.1～12.3.31 増減金額 対前期比

金　　額 構成比 金　　額 構成比
所外系設備工事 19,117 69.0 20,606 71.8 △  1,488 92.8

所内系設備工事 1,908 6.9 1,341 4.7 566 142.2

Ｎ
Ｔ
Ｔ
工
事 計 21,026 75.9 21,948 76.5 △   921 95.8

その他建設工事 5,831 21.1 6,351 22.1 △   520 91.8

建
設
事
業

小　計 26,857 97.0 28,299 98.6 △  1,441 94.9

商　品　売　上 841 3.0 410 1.4 431 205.3

完
成
工
事
高

合　　　計 27,699 100.0 28,709 100.0 △  1,010 96.5

所外系設備工事 18,426 67.5 20,669 72.8 △  2,242 89.1

所内系設備工事 1,768 6.5 1,273 4.5 495 138.9

Ｎ
Ｔ
Ｔ
工
事 計 20,195 74.0 21,942 77.3 △  1,747 92.0

その他建設工事 6,248 22.9 6,041 21.3 207 103.4

建
設
事
業

小　計 26,443 96.9 27,984 98.6 △  1,540 94.5

商　品　売　上 841 3.1 410 1.4 431 205.3

受

注

高

合　　　計 27,285 100.0 28,394 100.0 △  1,108 96.1

所外系設備工事 7,458 77.1 8,149 80.8 △   691 91.5

所内系設備工事 149 1.5 289 2.8 △   139 51.6

Ｎ
Ｔ
Ｔ
工
事 計 7,607 78.6 8,438 83.6 △   831 90.2

その他建設工事 2,068 21.4 1,651 16.4 416 125.2

建
設
事
業

小　計 9,676 100.0 10,090 100.0 △   414 95.9

商　品　売　上 － － － －

受

注

残

高

合　　　計 9,676 100.0 10,090 100.0 △   414 95.9



－１８－

９．有価証券
　　当連結会計年度
　　(1)　その他有価証券で時価のあるもの（平成１３年３月３１日現在）

　　　　        　（単位：百万円）
区              分 取  得  原  価 連結貸借対照表計上

額
差     額

株 式 ２２９ ２７５ ４６
時価が連結貸借対照表 債 券
計上額を超えるもの          そ の 他

小 計 ２２９ ２７５ ４６
株 式 １，３２５ ８６１ △　　４６４

時価が連結貸借対照表 債 券 １０ １０ －
計上額を超えないもの そ の 他 ６１ ４４ △　　　１６

小 計 １，３９６ ９１５ △　　４８１
合             計 １，６２６ １，１９１ △　　４３５

　　(2)　当連結会計年度中に売却したその他有価証券（自 平成１２年４月１日  至 平成１３年３月３１日現在）
                                                              （単位：百万円）

売  却  額 売却益の合計額 売却損の合計額
１７１ ４３ １２

　　(3)　時価評価されていない主な有価証券（平成１３年３月３１日現在）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 （単位：百万円）

区          分 連結貸借対照表計上額

その他有価証券
非上場株式（店頭売買株式を除く） ２４０
　　　　　　　　計 ２４０

     前連結会計年度（平成１２年３月３１日）                                       （単位：百万円）
前連結会計年度（平成１２年３月３１日現在）      種     類 連結貸借対照表計上額 時           価 評 価 損 益

流動資産に属するもの
     株            式 １，５３８ １，４３８ △　　９９
     債            券 １０ ９ △　　　０
     そ     の     他 ４９９ ３０７ △　１９１
     小            計 ２，０４７ １，７５５ △　２９１
固定資産に属するもの
     株            式 ９ ７ △　　　１
     債            券 － － －
     そ     の     他 － － －
     小            計 ９ ７ △　　　１
     合            計 ２，０５６ １，７６３ △　２９３

      （注）(1)時価等の算定方法
　　　     　　 ① 上場有価証券 主に東京証券取引所の最終価格によっております。
　　　     　　 ② 店頭売買有価証券 日本証券業協会の公表する売買価格等によっております。
　　　     　   ③ 証券投資信託の受益証券 基準価格によっております。
            (2)開示対象から除いた有価証券の貸借対照表計上額
                 固定資産に属するもの         非  上  場  株  式    １，０１８百万円
                                             
１０．デリバティブ取引の契約額、時価及び評価損益
　　　金利関連　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　                          （単位：百万円）

当連結会計年度
（平成１３年３月３１日現在）

前連結会計年度
（平成１２年３月３１日現在）

種　　類 契　約　額　等 時　価 評価損益 契　約　額　等 時　価 評価損益

区

分
うち１年超 うち１年超

金利スワップ取引

支払固定・

市
場
外
取
引       受取変動 　3,000 　3,000 △　80 △　80 　3,000 　3,000 △　14 △　14
　　合　　　　計 　3,000 　3,000 △　80 △　80 　3,000 　3,000 △　14 △　14

　 (注)    １．時価の算定方法　　取引金融機関から提示された価格によっております。
       ２．金利スワップ契約における契約額等は、この金額自体がデリバティブ取引に係る市場リスク量

　　　　　        を示すものではありません。



－１９－

１１．関連当事者との取引
　　当連結会計年度（平成１２年４月１日～平成１３年３月３１日）
　　　子会社等　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  （単位：百万円）

関係内容

属性 会社等
の名称

住所 資本金又
は出資金

事業の内容
又は職業

議決権等の
所有（被所
有）割合

役員の
兼任等

事業上
の関係

取引の内容 取引金額 科　目 期末残高

関連
会社

九州通信
産業(株)

熊本市 ４５
電気通信用
資材、機器
工具等の販売

48.1％ 兼  任

１  名

当社の
工事材料
仕入先

材料の購入

債務保証

3,967

150

工事未払金

－

231

-

関連
会社

(有)星州
建設

長崎県
大村市

１０ 建設業
(土木工事)

25.9％ 出  向

１  名

当社の
外注先

建設工事の発注
資金の貸付
債務保証

19

627

27

工事未払金
長期貸付金
       －

7

337

－

　　（注）消費税に係る会計処理方法につき税抜き方式を採用しているため、取引金額には消費税等を含めず、
　　　　　期末残高には消費税等を含めた額を記載しています.
　　取引条件ないし取引条件決定方針等
　　　(１)九州通信産業(株)からの材料購入価格は、主に規格材料のため毎期価格交渉のうえ決定しています。
　　　　　また、同社に対する債務保証は運転資金として金融機関からの融資１５０百万円に対して保証したも
　　　　  のであります。
　　　(２)(有)星州建設に対する外注工事の発注価格については、当社の積算と同社の見積りを入手し、交渉のう
　　　　  え価格及び支払条件を決定しています。
　　　　　また、(有)星州建設への資金の貸付は、同社の運転資金として貸付したものであります。

　　前連結会計年度（平成１１年４月１日～平成１２年３月３１日）
　　　子会社等　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  （単位：百万円）

関係内容

属性 会社等
の名称

住所 資本金又
は出資金

事業の内容
又は職業

議決権等の
所有（被所
有）割合

役員の
兼任等

事業上
の関係

取引の内容 取引金額 科　目 期末残高

関連
会社

九州通信
産業(株)

熊本市 ４５
電気通信用
資材、機器
工具等の販売

48.1％ 兼  任

１  名

当社の
工事材料
仕入先

材料の購入

債務保証

2,197

200

工事未払金

－

249

－

関連
会社

(有)星州
建設

長崎県
大村市

１０ 建設業
(土木工事)

25.9％ 出  向

１  名

当社の
外注先

建設工事の発注
資金の貸付
債務保証

80

320

31

工事未払金
長期貸付金
     －

4

320

－

　　（注）消費税に係る会計処理方法につき税抜き方式を採用しているため、取引金額には消費税等を含めず、
　　　　　期末残高には消費税等を含めた額を記載しています.
　　取引条件ないし取引条件決定方針等
　　　(１)九州通信産業(株)からの材料購入価格は、主に規格材料のため毎期価格交渉のうえ決定しています。
　　　　　また、同社に対する債務保証は運転資金として金融機関からの融資２００百万円に対して保証したも
　　　　  のであります。
　　　(２)(有)星州建設に対する外注工事の発注価格については、当社の積算と同社の見積りを入手し、交渉のう
　　　　  え価格及び支払条件を決定しています。
　　　　　また、(有)星州建設への資金の貸付は、同社の運転資金として貸付したものであります。



－２０－

平成１３年３月期　　     個別財務諸表の概要　　　　　　　　　 平成１３年５月２５日

上 場 会 社 名 西日本システム建設株式会社 上場取引所(所属部) 大証(第２部)・福証
コ ー ド 番 号 １９３３ 本社所在都道府県 熊本県
問 合 せ 先 責任者役職名 経 理 部 長

氏        名 森　  豊 康 ＴＥＬ　　(０９６)３７２－１１１１
決算取締役会開催日 平成１３年５月２５日
定時株主総会開催日 平成１３年６月２８日 中間配当制度の有無 無

２. １３年３月期の業績（平成１２年４月１日～平成１３年３月３１日）
(１)　経営成績　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  　　（百万円未満は切り捨て）

売　上　高 営　業　利　益 経　常　利　益
百万円　　％ 百万円      ％ 百万円   ％

１３年３月期 ２７，６９９（△  3.5） ７２０（△  27.1） ７３５ (    1.9)
１２年３月期 ２８，７０９（△　8.1） ９８８（△　 4.6） ７２１ (△ 16.7)

１株当たり 潜在株式調整後 株 主 資 本 総 資 本 売 上 高
１株当たり当期純利益

当期純利益 当期純利益 当期純利益率 経常利益率 経常利益率

百万円　％ 円    銭 円    銭 ％ ％ ％
１３年３月期 ３２３ (△  3.8) ２４．７３   －    － ６．７ ４．２ ２．７
１２年３月期 ３３６ (△ 17.0) ２５．７０   －    － ７．３ ４．０ ２．５
（注） ①期中平均株式数　　１３年３月期　　13,100,000 株　  １２年３月期　　13,100,000 株

②会計処理の方法の変更　　　　　無
③売上高、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率

（２）配当状況
1株当たり年間配当金 配当金総額

配当性向 株主資本配当率
中　間 期　末 （年間）

円   銭 円   銭 円    銭 百万円 ％ ％
１３年３月期 ７．００ －　－ ７．００ ９１ ２８．３ １．９
１２年３月期 ７．００ －　－ ７．００ ９１ ２７．２ １．９
（注）１３年３月期末配当金の内訳　　記念配当　　－円　　　　特別配当金　1.00円

（３）財政状態
総　資　産 株 主 資 本 株主資本比率 １株当たり株主資本

百万円 百万円 ％ 円　　銭
１３年３月期 １７，６１９ ４，８０５ ２７．３ ３６６．８０
１２年３月期 １７，７７１ ４，８５１ ２７．３ ３７０．３７
（注）期末発行済株式数 １３年３月期 13,100,000 株 額面、無額面の別：額面普通株式

１２年３月期 13,100,000 株 （１単位の株式数　1，000株）

２．１４年３月期の業績予想（平成１３年４月１日～平成１４年３月３１日）
1 株 当 た り 年 間 配 当 金              

売　上　高 経常利益 当期純利益
中　間 期　末

百万円 百万円 百万円 円   銭 円   銭 円   銭
中　間　期 １１，７００ ３００ １３０ －　－ －　－  －　  －
通　　　期 ２８，０００ ９００ ４２０ －　－ ７．００    ７．００

　（参考）１株当たり予想当期純利益（通期） ３２ 円   ６ 銭



－２１－

貸 借 対 照 表
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（注）百万円未満切り捨て

当 期

(平成13年3月 31日現在)

前 期

(平成12年3月 31日現在)

                期     別

科  　 目 金   額 構成比 金   額 構成比
増減金額

（ 資 産 の 部 ） 百万円 ％ 百万円 ％ 　百万円

流　動　資　産 １１，４８９ 65.2 １２，９２３ 72.7 △１，４３３
　現 金 預 金 １，０８６ ７１４ ３７１
  受 取 手 形 １７８ ２６８ △　　　８９
  完 成 工 事 未 収 入 金 ７，３５４ ７，１１９ ２３４
  有 価 証 券 － ２，０４７ △２，０４７
　自 己 株 式 ０ １ △　　　　１
　未 成 工 事 支 出 金 １，８３２ １，８４４ △　　　１１
　材 料 貯 蔵 品 ３６０ ２６２ ９７
　短 期 貸 付 金 １４ ３３ △　　　１９
　未 収 入 金 ３８４ ３９２ △　　　　８
　繰 延 税 金 資 産 １２４ ８９ ３４
　そ の 他 流 動 資 産 １７３ １７５ △　　　　１
　貸 倒 引 当 金 △　　　　１９ △　　　　２７ ７
 
固　定　資　産 ６，１２９ 34.8 ４，８３１ 27.2 １，２９８
 有　形　固　定　資　産 ３，２６３ 18.6 ３，２４４ 18.3 １８
　建 物 １，２５０ １，２１０ ３９
　構 築 物 ８６ ９６ △　　　１０
　機 械 装 置 ６ ９ △　　　　２
　車 両 運 搬 具 ３ ６ △　　　　２
　工 具 器 具 ・ 備 品 ８９ ９９ △　　　１０
　土　　　　　　　　　　地 １，８１９ １，８１４ ４
　建 設 仮 勘 定 ６ ６ ０
 無　形　固　定　資　産 １４６ 0.8 １３９ 0.8 ６
 投　　　　資　　　　等 ２，７２０ 15.4 １，４４７ 8.1 １，２７２
　投 資 有 価 証 券 １，３８１ ２３６ １，１４５
　関係会社株式・出資金 ２７８ ２７２ ６
　長 期 貸 付 金 ４７６ ４９１ △　　　１５
　長 期 前 払 費 用 ３３ ３４ △　　　　０
　長 期 未 収 入 金 １３７ １３７ ０
　破 産 更 生 債 権 等 ８４４ ８４４ －
　繰 延 税 金 資 産 ５９４ ３３５ ２５９
　そ の 他 投 資 等 １３４ １７９ △　　　４４
　貸 倒 引 当 金 △　１，１６０ △　１，０５６ △　　１０４
　関係会社投資評価損引当金 － △　　　　２６ ２６
繰　延　資　産 － １６ 0.1 △　　　１６
　社 債 発 行 差 金 － １６ △　　　１６

資 産 合 計 １７，６１９ 100.0 １７，７７１ 100.0 △　　１５２



－２２－

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（注）百万円未満切り捨て
当 期

(平成13年3月 31日現在)

前 期

(平成12年3月 31日現在)

                期     別

科     目 金   額 構成比 金   額 構成比

増減金額

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円
（ 負 債 の 部 ） 　

流　動　負　債 １１，７６６ 66.8 １２，１３７ 68.3 △　　３７０
　支 払 手 形 １０ ３３ △　　　２３
工 事 未 払 金 ４，３１７ ３，５２２ ７９５
一年以内に償還予定の新株引受権付社債 － １，９５２ △１，９５２

  短 期 借 入 金 ５，６５１ ４，９９０ ６６１
　未 払 金 １４８ １３０ １８
　未 払 法 人 税 等 １６２ ２６０ △　　　９７
　未 払 消 費 税 等 ７５ ６７ ８
　未 成 工 事 受 入 金 ７７２ ４４０ ３３２
　預 り 金 １２９ ５４ ７５
　賞 与 引 当 金 ４０８ ３６６ ４２
　完 成 工 事 補 償 引 当 金 ５ ２８ △　　　２２
　新 株 引 受 権 － ２７３ △　　２７３
　そ の 他 流 動 負 債 ８３ １７ ６６
　
固　定　負　債 １，０４８ 5.9 ７８２ 4.4 ２６５
　長 期 借 入 金 ４４９ １１７ ３３２
　長 期 預 り 保 証 金 ９９ １００ △　　　　１
　退 職 給 与 引 当 金 － ４４５ △　　４４５
　退 職 給 付 引 当 金 ３７８ － ３７８
　役 員 退 職 慰 労 引 当 金 １２０ １１９ １

　負 債 合 計 １２，８１４ 72.7 １２，９２０ 72.7 △　　１０５

（ 資 本 の 部 ）
資　　本　　金 ８０１ 4.5 ８０１ 4.5 －
資 本 準 備 金       ５６０ 3.2 ５６０ 3.2 －
利 益 準 備 金       ２００ 1.1 ２００ 1.1 －
その他の剰余金 ３，４９７ 19.8 ３，２９０ 18.5 ２０６
　任 意 積 立 金 ２，９７６ ２，４８２ ４９３
　　固定資産圧縮積立金 ７６ ８２ △　　　　６
　別 途 積 立 金 ２，９００ ２，４００ ５００
　当 期 未 処 分 利 益 ５２０ ８０７ △　　２８７
　　［ 当 期 純 利 益 ］ [３２３] [３３６] [△　　１２]
その他有価証券評価差額金 △       ２５３ △  1.3 － △    ２５３
　資 本 合 計 ４，８０５ 27.3 ４，８５１ 27.3 △　　　４６

負債・資本合計 １７，６１９ 100.0 １７，７７１ 100.0 △　　１５２



－２３－

損 益 計 算 書
        　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（注）百万円未満切り捨て

当　　　　期 前　　　　期

自 平成12年4月 1日 　自 平成11年4月 1日

至 平成13年3月31日 　至 平成12年3月31日

                    期      別

科      目 金額 百分比 金額 百分比

増減金額

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円

完   成   工   事   高 ２７，６９９ 100.0 ２８，７０９ 100.0 △１，０１０
完　成　工　事　原　価 ２５，１９８ 91.0 ２５，５０９ 88.9 △　　３１１
　　　完成工事総利益 ２，５０１ 9.0 ３，２００ 11.1 △　　６９８
　販売費及び一般管理費 １，７８０ 6.4 ２，２１１ 7.7 △　　４３０
　　　営　業　利　益 ７２０ 2.6 ９８８ 3.4 △　　２６８

　営 業 外 収 益 ３２７ 1.2 ３６１ 1.3 △　　　３３
　　受 取 利 息 ２８ ４２ △　　　１３
　　受 取 配 当 金 ３６ ３８ △　　　　２
　　有 価 証 券 売 却 益 － ５４ △　　　５４
　　投 資 有 価 証 券 売 却 益 ４３ － ４３
　　工 具 等 賃 貸 料 ６８ ９１ △　　　２３
　　そ の 他 営 業 外 収 益 １５１ １３２ １８
　営　  業    外    費    用 ３１３ 1.1 ６２８ 2.2 △　　３１５
　　支 払 利 息 ６３ ５８ ４
　　社 債 発 行 差 金 償 却 １６ ６６ △　　　５０
　　有 価 証 券 売 却 損 － ２７ △　　　２７
　　投 資 有 価 証 券 売 却 損 １２ － １２
　　為 替 差 損 ２５ ８７ △　　　６２
　　貸 倒 引 当 金 繰 入 １００ ３１４ △　　２１４
　　そ の 他 営 業 外 費 用 ９４ ７３ ２０
　　　経　常　利　益 ７３５ 2.7 ７２１ 2.5 １４
特 別 利 益 ３００ 1.1 － － ３００
　関 係 会 社 投 資 評 価 損

　引 当 金 取 崩 額
２６ － ２６

　新 株 引 受 権 戻 入 益 ２７３ － ２７３
特 別 損 失 ４４３ 1.6 － － ４４３
　投 資 有 価 証 券 売 却 損 ２０８ － ２０８
　特 別 退 職 金 ２１８ － ２１８
　ゴ ル フ 会 員 権 評 価 損 １６ － １６
 税 引 前 当 期 純 利 益 ５９２ 2.2 ７２１ 2.5 △　　１２８
 法人税、住民税及び事業税 ３８１ 1.4 ５５８ 1.9 △　　１７７
 法 人 税 等 調 整 額 △　　１１２ △　0.4 △　　１７３ △　0.6 ６１
 当 期 純 利 益 ３２３ 1.2 ３３６ 1.2 △　　　１２
 前 期 繰 越 利 益 １９６ １６０ ３６
 過 年 度 税 効 果 調 整 額 － ２５１ △　　２５１
 税効果会計適用に伴う
 　固定資産圧縮積立金取崩額 － ５９ △　　　５９
 当 期 未 処 分 利 益 ５２０ ８０７ △　　２８７
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利 益 処 分 案

科  　 目 当　　　期 前　　期 増減金額
百万円 百万円 百万円

Ⅰ 当 期 未 処 分 利 益 ５２０ ８０７ △　２８７
Ⅱ 任 意 積 立 金 取 崩 額
　固定資産圧縮積立金取崩額 ５ ６ △　　　１
　　合　　　　　　計 ５２５ ８１３ △　２８７

Ⅲ 利 益 処 分 額
  

　株 主 配 当 金 ９１ ９１ ０
 (１株につき 7.0円)  (１株につき 7.0円)
普通配当 6.0円 普通配当 6.0円

特別配当 1.0円 特別配当 1.0円

　取 締 役 賞 与 金 ２６ ２４ 　　　　２
　監 査 役 賞 与 金 １ １ 　　　　０
　別 途 積 立 金 ２００ ５００ △　３００
　　合　　　　　　計 ３１９ ６１７ △　２９７

Ⅳ 次 期 繰 越 利 益 ２０６ １９６ 　　　１０
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（重要な会計方針）
１．資産の評価基準及び評価方法

(1)有価証券 子会社株式及び関連会社株式 総平均法による原価法
その他有価証券  時価のあるもの 決算期末日の市場価格等に基づく時価

法( 評価差額は全部資本直入法により処
理し、売却原価は総平均法により算定 )

                時価のないもの 総平均法による原価法
(2)デリバティブ 時価法
(3)たな卸資産 未成工事支出金 個別法による原価法

材料貯蔵品 移動平均法による原価法

２．固定資産の減価償却 有形固定資産 定率法
の方法                 主な耐用年数は以下のとおりです。

                建物及び構築物           ５～５０年
                機械装置及び車両運搬具   ２～１０年
無形固定資産 定額法

３．繰延資産の処理方法 社債発行差金については、償還期間で毎期均等額の償却を行っています。

４．引当金の計上基準
(1) 貸倒引当金 一般債権については、貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権について

は個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しています。
   
  (2) 賞与引当金 従業員の賞与の支給に備えて、支給見込額に基づき計上しています。
   
  (3) 完成工事補償
     引当金

完成工事のかし担保による支出に備えて、完成工事高に対する将来の見積補償
額に基づき計上しています。

   
  (4) 退職給付引当金 従業員の退職給付に備えるため、期末における退職給付債務及び年金資産の見

込額に基づき計上しています。
なお、会計基準変更時差異（３,０２３百万円）については、７年による按分額を
費用処理しています。
数理計算上の差異は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年
数（１０年）による定額法により翌事業年度から費用処理することとしていま
す。

   
  (5) 役員退職慰労
     引当金

役員の退職慰労金の支給に備えて、内規に基づく期末要支給額相当額を計上し
ています。

   
５．外貨建ての資産及び
負債の本邦通貨への
換算基準

外貨建金銭債権債務は、決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額
は損益として処理しています。

６．リース取引の処理
    方法

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナン
ス・リース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理に
よっています。

７．外貨建新株引受権付
    社債の為替予約に伴
    う処理方法

為替予約の付されている外貨建新株引受権付社債については、当該予約による
円貨額を付しており、これによる為替予約差益は、当該予約を行った日の属す
る期から決済日の属する期までの各期に月数により配分することとしてます。
なお、当該為替予約差益のうち､当期の配分額 ６百万円は、損益計算書上、当
該社債の利息に相当する ２百万円を営業外費用の支払利息より控除しており､
控除額を上回る ４百万円は営業外収益の受取利息に含めて計上しています。
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８．ヘッジ会計の方法 (1) ヘッジ会計の方法
   繰延ヘッジ処理によっています。
(2) ヘッジ手段とヘッジ対象
   ヘッジ手段      金利スワップ
   ヘッジ対象      借入金利息
(3) ヘッジ方法
   金融負債に係る将来の金利変動によるリスクを回避する目的で、金利ス
   ワップ取引を行うこととしています。
(4) ヘッジ有効性評価の方法
   ヘッジ手段の変動額の累計額とヘッジ対象の変動の累計額とを比較して
   判定しています。

９．消費税等の処理方法 消費税等の処理方法は税抜方法を採用しています。

（追加情報）
１．退職給付会計の適用 当期から退職給付に係る会計基準（「退職給付に係る会計基準の設定に関する

意見書」（企業会計審議会 平成１０年６月１６日））を適用しています。この
結果、従来の方法によった場合と比較して、退職給付に係る費用が ３８百万
円減少し、経常利益及び税引前当期純利益は、それぞれ ３６百万円増加して
います。また、退職給与引当金は、退職給付引当金に含めて表示しています。

２．金融商品会計の適用 当期から金融商品に係る会計基準（「金融商品に係る会計基準の設定に関する
意見書」（企業会計審議会 平成１１年１月２２日））を適用し、有価証券の評
価の方法について変更しています。この変更に伴う影響額はありません。また、
期首時点で保有する有価証券の保有目的を検討し、すべて投資有価証券として
表示しています。その結果、流動資産の有価証券は ２,０４７百万円減少し、
投資有価証券 ２,０４７百万円増加しています。

（注記事項）
１．貸借対照表に関する事項（記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しています）
　　(1) 有形固定資産の減価償却累計額 ２，０３４百万円

　　(2) 担保に供している資産
有 価 証 券 ３１４百万円
建　　　　　　物 ７１５百万円
土　　　　　　地 ３８６百万円

　　(3) 保　証　債　務 ７９２百万円

　　(4) 期末日満期手形の会計処理については、手形交換日をもって決済処理しています。
　　　 従って、当事業年度の末日は金融機関の休日であったため、当期末日満期の受取手形９百万円が当期
　　　 末残高に含まれています。

２．リース取引関係
　　　リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引
　　(1) リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額及び期末残高相当額（注）百万円未満切り捨て

当　　　　期 前　　　　期
取得価額 減価償却 期末残高 取得価額 減価償却 期末残高

累 計 額 累 計 額
相 当 額 相 当 額 相 当 額 相 当 額 相 当 額 相 当 額

車 両 運 搬 具         488 372 116 493 297 195

工具器具・備品         208 135  72 240 136 104

  合    計 697 508 189 734 434 299
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　　(2) 未経過リース料の期末残高相当額　（注）百万円未満切り捨て
当　　　期 前　　　期

　１　年　以　内 104 134

　１　　年　　超 96 181

　　合　　　計 201 315

　　(3) 支払リース料等　　　　　　　　　（注）百万円未満切り捨て
当　　　期 前　　　期

支 払 リ ー ス 料 146 157

減価償却費相当額 133 142

支払利息相当額 9 14

　　(4) 減価償却費相当額の算定方法
　　　　　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっています。

　　(5) 利息相当額の算定方法
　　　　　リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差額を利息相当額とし、各期への配分方法につい

ては利息法によっています。

（税効果会計関係）
１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別内訳
                                                                                         （単位：百万円）
                                                            第４８期                   第４７期
                                                    （平成１３年３月３１日） （平成１２年３月３１日）
　　繰延税金資産
　　　貸倒引当金損金算入限度超過額 ３１２ ２６９
　　　賞与引当金損金算入限度超過額 ９５ ４６
　　　退職給与引当金損金算入限度超過額 ６１ ３４
　　　役員退職慰労引当金損金算入限度超過額 ５０ ４９
　　　その他有価証券評価差額金 ２００ －
　　　その他 ６８ ８０
　　繰延税金資産小計 ７８９ ４７９
　　　評価性引当金 　 － 　 －
　　繰延税金資産合計 ７８９ ４７９
　　繰延税金負債     
　　　その他有価証券評価差額金 △          １９ －
　　　固定資産圧縮積立金 △          ５０ △        ５４
　　繰延税金負債合計 △          ７０ △        ５４
　　繰延税金資産の純額 ７１８ ４２５

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異の原因となった主な項目別の内訳
                                                                                            （単位：％）
                                                           第４８期                   第４７期
                                                    （平成１３年３月３１日） （平成１２年３月３１日）
    法定実効税率 ４１．７ ４１．７
　　　　（調整）
　　　交際費等永久に損金に算入されない項目 ３．７ ３．４
　　　住民税等均等割 ４．１ ３．５
　　　修正申告法人税等 － ４．５
　　　前期引当過不足法人税等 △          １．９ －
　　　前期確定申告差異 △          ２．１ －
　　　その他 － ０．２
　　税効果会計適用後の法人税等の負担率 ４５．５ ５３．３
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役 員 の 異 動
（平成１３年６月２８日付予定）

         
        新任取締役候補
                                      シバ ノ    ヤスシ
              取    締    役          柴  野     泰          （ 現  長崎支店長 ）


